
緊
急
雇
用
対
策
シ
リ
ー
ズ
② 

中
小
企
業
緊
急
雇
用
安
定
助
成
金 

の
活
用
で
、
雇
用
の
維
持
を
！ 

休
業
手
当
の
８
割
が
補
助
さ
れ
ま
す 

そ
の
② 

 

中
小
企
業
緊
急
雇
用
安
定
助
成
金
を
利
用
し
た
事
業
所
が
、
１

月
だ
け
で
１
万
２
６
４
０
カ
所
、
対
象
と
な
る
従
業
員
が
８
７
万
９
６

１
４
人
と
、
景
気
の
悪
化
を
背
景
に
対
象
者
が
２
ヶ
月
で
約
１
０
０

倍
に
増
加
し
て
い
る
そ
う
で
す
。
こ
の
数
字
は
こ
れ
か
ら
年
度
末
、

新
年
度
に
か
け
て
更
に
悪
化
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
て
い
ま
す
。
前

回
で
は
、
助
成
金
の
内
容
、
支
給
要
件
、
対
象
労
働
者
等
に
つ
い
て

触
れ
ま
し
た
が
、
今
回
は
、
弊
所
への
ご
相
談
の
中
で
最
も
多
い
平
均

賃
金
と
休
業
手
当
及
び
助
成
金
の
関
係
に
つ
い
て
説
明
し
ま
す
。
労

働
基
準
法
の
２
つ
の
条
文
を
理
解
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

 

●
平
均
賃
金
と
休
業
手
当
の
関
係 

※
労
働
基
準
法
第
２
６
条
（休
業
手
当
） 

使
用
者
の
責
め
に
帰
す
べ
き
事
由
に
よ
る
休
業
の
場
合
に
お
い
て

は
、
使
用
者
は
、
休
業
期
間
中
の
当
該
労
働
者
に
、
そ
の
平
均
賃
金

の
１
０
０
分
の
６
０
以
上
の
手
当
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 ※
労
働
基
準
法
第
１
２
条
（平
均
賃
金
） 

平
均
賃
金
と
は
、
こ
れ
を
算
定
す
べ
き
事
由
の
発
生
し
た
日
以
前

３
箇
月
に
労
働
者
に
対
し
て
支
払
わ
れ
た
賃
金
の
総
額
を
そ
の
期
間

の
総
日
数
で
除
し
た
金
額
を
い
う
。 

②
前
項
の
期
間
は
、
賃
金
締
切
日
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
直
前

の
賃
金
締
切
日
か
ら
起
算
す
る
。  

 

右
記
の
条
文
の
理
解
が
必
要
に
な
り
ま
す
。
下
記
の
表
で
事
例

（２
０
日
〆
）を
示
し
ま
し
た
の
で
こ
れ
を
基
に
概
説
し
ま
す
。 

 

                         

こ
の
事
例
で
は
、
１
１
月
、
１
２
月
、
１
月
の
３
ヶ
月
分
で
算

定
し
て
い
ま
す
。
Ａ
さ
ん
の
例
で
は
、 

＊
賃
金
の
総
額 

 
 
 
 

→ 
１
，
２
６
０
，
４
０
０
円 

＊
総
日
数 

 
 
 
 
 
 

→ 
９
２
日 

＊
平
均
賃
金 

 
 
 
 
 

→ 

１
３
，
７
０
０
円 

＊
労
基
法
上
の
休
業
手
当 

→ 

８
，
２
２
０
円 

 

Ｂ
さ
ん
の
例
で
は
、 

＊
賃
金
の
総
額 

 
 
 
 

→ 

８
２
８
，
０
０
０
円 

＊
総
日
数 

 
 
 
 
 
 

→ 

９
２
日 

＊
平
均
賃
金 

 
 
 
 
 

→ 

９
，
０
０
０
円 

＊
労
基
法
上
の
休
業
手
当 

→ 

５
，
４
０
０
円 

休
業
該
当
者
ご
と
に
作
成
す
る
こ
と
を
お
薦
め
し
ま
す
。 

●
休
業
手
当
と
助
成
金
の
関
係 

 

休
業
該
当
者
に
支
払
う
休
業
手
当
は
、
そ
れ
ぞ
れ
各
自
上
記
の

よ
う
に
算
定
し
ま
す
が
、
助
成
金
受
給
の
為
に
使
用
す
る
休
業
手

当
は
、
別
の
算
定
式
を
使
用
し
ま
す
。
詳
細
は
紙
面
の
都
合
で
割
愛

し
ま
す
が
、
適
用
事
業
所
全
体
の
平
均
賃
金
相
当
額
を
利
用
し
ま

す
。
で
す
か
ら
、
賃
金
水
準
の
ば
ら
つ
い
て
い
る
ケ
ー
ス
で
は
、
助
成

金
の
受
給
額
が
少
な
く
思
う
ケ
ー
ス
も
あ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。 

●
休
業
手
当
と
民
法
５
３
６
条
２
項
の
関
係 

使
用
者
の
責
任
に
よ
っ
て
、
労
務
の
提
供
が
不
可
能
と
な
っ
た
場

合
に
は
、
労
働
者
は
賃
金
を
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
が
、
賃
金
全
額
に
相

当
す
る
反
対
給
付
を
請
求
で
き
る
と
い
う
こ
と
が
民
法
に
規
定
さ

れ
て
い
ま
す
。 

 

し
か
し
、
民
法
第
５
３
６
条
２
項
の
「債
権
者
の
責
に
帰
す
べ
き
事

由
」と
労
働
基
準
法
第
２
６
条
の
「使
用
者
の
責
に
帰
す
べ
き
事
由
」

と
の
左
記
の
よ
う
に
帰
責
事
由
の
範
囲
が
違
い
、
労
働
基
準
法
第
２

６
条
の
休
業
手
当
が
支
給
さ
れ
る
か
ら
と
い
っ
て
、
自
動
的
に
民
法

第
５
３
６
条
の
賃
金
全
額
に
相
当
す
る
反
対
給
付
を
受
け
ら
れ
る

と
は
限
り
ま
せ
ん
。
要
す
る
に
休
業
協
定
書
の
内
容
を
労
使
が
し
っ

か
り
協
議
・確
認
し
た
う
え
で
、
会
社
は
十
分
に
説
明
責
任
を
果
た

す
こ
と
が
何
よ
り
も
大
事
に
な
り
ま
す
。 

 

赤
井
労
務
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事
務
所 

社
会
保
険
労
務
士 

赤
井
孝
文 

   
 
 
 
 
 
 
 
URL 

 
http://www.6064.jp 

  Aさん Bさん 

基本給 357,000円 210,000円  

賃金の計算期間 暦日数 総支給額 

11月分 10/21～11/20 31日 405,000円 276,000円 

12月分 11/21～12/20 30日 435,000円 288,000円 

 1月分 12/21～ 1/20 31日 420,400円 264,000円 

合  計  92日 1,260,400円 828,000円 

平均賃金  13,700円 9,000円 

労基法上の休業手当  8,220円 5,400円 

不就労控除額  16,527円 9,722円 

  

労
働
基
準
法

第
２
６
条 

 

民
法
５
３
６

条
２
項 

帰
責
事
由
の
範
囲 

民
法
よ
り
も
広
い
概
念
で
あ
っ
て
、

経
営
・
管
理
上
の
障
害
に
よ
る
事
由

を
含
め
て
使
用
者
の
責
に
帰
す
べ

き
事
由
に
該
当
す
る
と
さ
れ
て
い

ま
す
。 

使
用
者
の
故
意
・
過
失
、
ま
た
は
信

義
則
上
こ
れ
と
同
一
視
す
べ
き
事

由
と
解
さ
れ
て
い
ま
す
。 


